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【坂本第4調 査 研究グループ総括 〕 本 日は 、ご多忙 な中 、お時 間を
頂 きま してあ りが とうござい ます 。
このほ ど 「アジア地域のエ ネルギー利 用 と地球環境影響物質(
SOx,NOx,CO2)排出量の将来予測」 を取 りまとめる ことがで きま し
たが 、安藤先生 には動態分析 の時か ら5年 間 にわた って研究会 の委
員長 として大変お世話 にな りま した 。長年 にわた り委員 長 として携
わ った ご経験か ら、これか らの アジ アの環 境政策 のポイ ン トは、ど
の ような もの とお考えですか 。また 、この レポー トの重要性 はどの
よ うに考 えてお られ ますか 。
エネル ギ・-ig費は2割 ほどにす ぎませ ん。
高 い こ とか ら、 この ま まで は2010年にはエネルギー消費量 は現在の2借 位にな って しまい 、環境
へ のイ ンパ ク トは非 常に大 きいと言 えます 。にもかかわ らず 、詳 しい調査 がなされてい ない ことが
【安藤教授 】 アジアの人 口は世界のおよそ6割 を 占めて い ます が 、
しか し、人 口増加率、経済成長率 ともに世界 の中で1番
問題で した。 この点 で、政策研究所で調査 し、1975年か ら'87年までの
動態分析 を踏 まえ 、将来予測が出 された と言 うことは非常に重要である
と言 えます 。
今 回の レポー トで は、エ ネルギー利用効率 を上げてい くこ とによ って 、
2010年でエ ネルギー 消費 を現在の1.5倍程度 に抑えなが らも 、経済成長
率 はこのまま進 んで2借 位 までエ ネルギー を使 うよ りもっと上げる こと
がで きる し、また汚染物 も減 らしてい くことがで きるとい う線が出て き
た。このこ とは各国 にとっても非常 に重要 なことと思い ます 。
最 近 の 動 きCurrentTopics
研 究 ノー トResearchNote
技術における相互依存とR&D政 策
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【坂本 】 環境対 策 と経済成 長は車 の両輪 として進めてい く必要があ ると思 い ますが 、これ にっい
て 、アジアの現状 を踏 まえたなかで国策 としての環境対 策 、アジアの中で どうい う状況 にな ってい
るのか 、 日本 の果たすべ き役割 をどのよ うに捉 えてい った らよいのか 、というこ とについて 、先生
はだいぶ中国等 にお 出かけ にな っている し、東 南アジアの方 もお詳 しいよ うですので 、そ うい う点
につい てご紹介頂ければ と思 うのですが。
【安藤 〕 まず 、アジ ア諸国 、開発 途上国は まだ エネル ギー消費が少 な くて 、平均する と先進 国の1
割 くらい しか使 っていない とい うことで、省エ ネルギーが大事だ ということを言い ます と、r温 暖
化 に してもフ ロンに して も全部先 進国がわが ま までや ってるん じゃないか 、自分達 に省エネル ギー
を呼びかける とは何事だ』 とい う雰囲気が あ ります 。実 は、私 は昨年マ レー シア に行 って向 こうの
政府 と環境対 策の打ち合 わせを した時 も、い きな り向こうか らそ うい う話 しがあ りま した。私が 言
ったの は、 「産業 発展 に伴 ってあなた方 のエネルギー利用が増えるのはあた りまえの話 しだけ れど、
ただ同時 に利 用効率 を上 げなが ら増や してい くとい う良い方法 をとって下 さい。そうい う意味です
よ」 とい うことです ね 。
【坂本】 とい うことは 、省 エネル ギーがバ ラバ ラの概 念で捉 え られている と ・・
【安藤】 省エネル ギー とい うのは、英語 に訳す とENERGY-SAVING、エネル ギーを余 り使 うな、節約
しろ とい う意 味です よね 。途上国 に対 しては 、それ じゃいけないで すね。頭か ら節約 しろと言 うと
向 こうの人は反発 しますね 。そ う じゃな くて 、大切なのは効 率向上 ですね 。実際 、効率 向上が どれ
ほど良いかとい うこ とを開発途上 国の人たちは知 らない し、日本 の方もあ ま り知 らないですね 。例
えば 、日本 のガラス製造工場では燃焼改善 、余計な空 気を減 らすだ けで燃料が4割 減 り、窒素酸化
物が6割 減 った 、こ ういう高 い効率 によ り年間数十億 円 もの利益が あが る という実例 もあ ります し、
日本 にはそういう技術が有 るので工業力が世 界で1番 強 いわ けです 。そ ういうポ イン トを理解 して
もらって、省エネルギーへの取 り組みを して欲 しい と思 います 。
【坂本】 アジアの場 合 、これか らどうしてもエ ネルギー の消 費 と汚染が拡大 してい くことになる と
思 います 。そ う します と、 日本 と して も各国の環境対策 を支援 して いかなければな らない と思 うん
ですが 、その場合の効率的な実施 のポイ ン トを、先生 はどの ようにお考えです か 。
【安藤】 環境対策支援 、例えば排 煙脱硫施設 などを無償で付 けてあげれば 良い と思いが ちですが 、
これは仮 に無 償で付けた と して もなかなか満足 には使わないですね 。とい うのは運転す るだけで も
大変な費用が掛か ります か ら。勿 論 、そ ういった環境対策等の支援 は必要 ですが 、それです ぐに効
果が上 が るとい うもので もな くて、それ よ りは例 えば 、 「従来有るプラ ン トでも こうすれ ばも っと
効率が 良くな ります よ。新 しいプ ラ ン トはこう しなさい 。その方が生産は増 え、燃料節約で汚染 も
減 ります 。」 、そ うい う方 向で支援 した方が 、結果的 にはお互いの利益 になると思い ます 。環境対
策だけ じゃな くて 、メインはエ ネルギー効率 を高める とい うソフ トを含 めた方 向でやる ほうが地球
全体 と して効果があ る とい うことです 。
一2一
/V/STEPIVeレγs
燃焼効率 を上げ るだけで もグン と良くなるとい うことを向 こうの人たちは まるで知 らない、 日本
にも知 らない人が多 いですが 。そ ういう ところか ら、かな りきめ細 か く、人的な支援 も含めてや っ
てい くことが大事だ と思 います 。 これは 、省エネルギー と産業発展 を同時 に進めた実績 があ って国
際競争 力 も強 い 日本 しか言 えない ことだ と思い ます 。
〔坂本〕 そ うす る と、これか らの環境技術 につ いては 、エネルギーの効率 的利用 にかかわる研 究開
発が重 要である とい うことですね 。
紅安藤】 その通 りです 。開発途上 国に対 しては、既存技術 を移転 していけば 良いが 、将 来は世 界的
にエネルギー問題 が重要 にな って きます か ら、日本 としては更 に高度なエ ネルギー利 用技術 、効率
向上のための もっと画期的な技術 の研究 開発 を していかな くてはな らない と思い ます 。
【坂本】 ところで話 しは少 し変 わ ります が 、リオの地球サ ミ ットの頃は 、環境問題は非 常 に盛 り上
が って いま したが 、景気のせい も有るか も知 れ ませ んが 、最近 は しぼんで しまった とい う発言があ
った りして 、少 し残念 な気がするのです が 。
【安藤 】 私は必ず しもそ うは思い ませんね 。確 か に一 時ブー ム にな りま したが 、環境対策 の推進 と
い うものは地道 な努力が必要です か ら、む しろ今のよ うに少 し落 ちついた方が 良いので はないで し
ょうか 。内需拡大が思 うように進 まない理 由の一つ には 、無 駄使い しない方が 良いとい う民衆 の環
境意識 の 目覚 めがあ る と思 います 。
先進 国でさえ十分 な環境対策が 出来て いる国 は、日本 と ドイツ 、オラ ンダ ぐらい しか ない状況で
す か ら、途上 国に とって環境対策 は難 しいとい うことを理解 すべ きで しょう。各 国の国情 にあ った
環境対 策を地 道にや っていけるこ との方が大切だ と考 えてい く良い機会です 。
〔坂本】 最後 にな りますが 、私 ど もに対す るご意 見、ご要望が ござい ました ら一 言お願 い します 。
【安藤】 先 ほ ど申 し上げた と思 い ますが 、今使 っているエネルギーはせいぜいあ と100年か150年位
まで しか対応 で きない と思い ます 。今後 、1000年、2000年と人類が繁栄を続けてい くには 、全 く新
しいエネルギーが必 要 にな るで し ょう。す ぐには出来 ないで しょうがそ うい う長い視点 に立 った研
究 を、是非 、科学技 術庁でや って頂 きたい と思 い ます 。
【坂本 】 あ りが とうござい ま した 。今後 とも、ご指導ご協力 をお願 い致 します 。
(メモ)安 藤 淳平(あ んどう じゅんぺい)
中央大学理工学部教授
米国EPAコ ンサルタント
中国成都大学客員教授
独カールスルーエ大学客員教授
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1.最 近 の動 き/CurrentTopics
○ 主要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
5/13(木)EngelbertBeyer(ドイ ツ連 邦 研 究 技 術 者)
Dr.H.Grupp(ドイ ツFraunhofer-ISI研究所 部 長 他1名)
/14(金)RonaldMorse(米国 ア ナ ポ リス 国際 研 究 所 長)
DenisFSimon(米国 タフ ト大 学 助 教 授)
/17(月)RaduEnescu(ルーマ ニ アResearchInstituteforElectro川cs)
/27(木)白 義 善(大 韓 民 国 電子 通 信 研 究 所)
○講演会等/LecturesatNISTEP
5/18(火)「 日欧企業 によ り出版 された研 究論文の定量 的比較 」
ダイ アナ ・ピックス博士(元 当研究所STAフ ェロー 、英国サセ ックス大学SP
RU講 師)
[講演要 旨]
日欧企業 の中で 文献 の大部 分を占め る製薬 、化学 、電子 の3分 野 において80年 代 に出版 さ
れた研究論文 に関す る特性 を出版の数量及び変動 、共 同研 究の増加及 び相手 につい て調査 した 。
国際 的な科学技術政策 の視点か らすれば これ らの分野で 日欧 の企業 間に大 きな相 違があ りそ
うに思われ るが 、デー タはこれ を支持 していない。む しろ、国 による相違は3分 野 にわた りほ
とん ど一貫する ものがな く、分野 による相違 は 日欧 の両企業 にあま り当ては まらない との結果
が得 られた 。
r科学 技術庁 長官賞 受賞者講演 会』
5/14(金)
/25(火)
「受賞研究活動の経験と教訓一静脈注射用グロブリン製剤技術の開発育成一」
小方和夫(帝人(株)顧 問)
「受賞研究活動の経験と教訓一転写バルブ実装による半導体パッケージの開発育成
一」
水野博之(松下電器産業(株)取 締役副社長)
[講演要旨]
帝人(株)小 方顧問からは、重症の感染症にとって有効な薬剤であるグロブリン製剤の歴史
的開発経過と受賞技術の特徴の説明が行われるとともに、医薬研究開発の特徴、医薬分野に進
出する際の取組み姿勢、今後の研究開発にとっての重要な事柄などへの言及があった。
松下電器産業(株)水 野副社長からは、バーディン博士や利根川博士との対談などを事例に、
我が国がこれまで応用研究を中心として欧米諸国へのキャッチアップを目指してきたこと、キ
ャッチアップ時代の研究開発は技術シーズを選択することであったがこれからは自ら生み出さ
なければならないこと、日本人の創造性を引き出すために創造に対する価値観を変えることな
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どの提言があ った 。
1[[.研究 ノ ー ト/ResearchNote
技術における相互依存とR&D政 策(概要)
第2研究グループ研究員 富澤宏之
5月14日 か ら17日 まで 、京 都 、都ホ テル にお いて 、rR&Dダ イナ ミック ・ネ ッ トワー ク、
1993年 会合 」が 開催された 。本会合は 、科学技術政策研究 に関す る国際的会合であ り、研究者
に加 え政 府の政策実務担 当者 も交 えて、研究発表 と議 論 を行な うことを目的 としている。本会 合は 、
これまで 主 にヨーロ ッパ を中心 に、各国で一 、二年の間隔をおいて開催 されて きてお り、本年 は平
澤冷東京 大学教 授が 中心 とな り(財)政策科学研究所 と東京大学の主 催 によ り、日本にお いて開催 さ
れる こと とな った。今 回は、 日本 、 ドイツ 、オ ラ ンダ、スウ ェーデ ン、イギ リス、フラ ンス 、米 国
か ら21名 の参加があ った。今 回の会合の主題 はr科 学技術 における相互 依存 と政策 イ ンプ リケー
シ ョン』 であ り、第一セ ッシ ョン:国 際的相互依存 、第二セ ッシ ョン:科 学技術政 策の最近 の進展 、
第三セ ッシ ョン:科 学 と技術 の相互作用 、第四セ ッシ ョン:セ クター間の 相互依存 、の 四つのセ ッ
シ ョンが持 たれ た。本会合で は、それぞれの発表 と議 論の時間が 、この種 の会合 として は比較 的長
く確保 され(発 表時間30分 、議 論15分)、 また 、少人数 の会合 とす る ことによ り緊密 な議論 ・
意 見交換が可能 となってお り、有意義であ った 。
本会合 は、研究者を 中心 と した 自主的な グループが 中核 とな って企画 ・運営 されてい るため 、資
金的な援助が必要であ り、今後 、我が国か らも継続 的な援助が 行なわれ ることが望 まれ る。なお 、
本会合の記録 については 、出版ない しは専 門誌 での特集号 と しての発表が計画 されてい る。また 、
次 回の会合は 、イギ リスで開催 される予定 である 。
なお 、本報告以外 に科学技 術政 策研究所 関係 者では、丹羽所付 、小林客員研究官 、クールス特別
研究員が 発表を行な った 。富沢研 究員の発表 内容 は 、以下の とお りである 。
現代の科学技術を理解するうえで、 「相互依存性」という概念あるいは現象に注目することは有
益である。科学技術における相互依存性の概念は、国際的相互依存や企業間の相互依存のような組
織面におけるものと、純粋に科学技術の機能面での相互依存に区別することができる。前者は、科
学技術活動を行なう複数の組織が、その活動に関して相互の能力を補完することとして定義するこ
とができ、後者は、ある機能を実現するための技術群の相互補完の状態として定式化できる。両者
の関係を考えてみると、多く場合、組織面での相互依存は機能面での相互依存の反映として現われ
るといえる。すなわち、複数の組織が科学技術上の相互の能力を補完しあうのは、自らの保有する
技術が相手のもつ技術と組合わさることによって発揮される効果を求めるためである。したがって、
5
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科 学技術 に関 して相互依存 を求める組織行動 は、技術 の特性 に基づ いてい るとい う意味 で合理性 を
もってい る。
科学技 術 における相 互依存性 の概念は、現代 の科学技術の性質 と して既 に指摘 されて きた もの に
よ って裏 付け られ る。例えば 、ローゼ ンバ ーグはその著書 にお いて 、現代 の技術の重要 な特性 とし
て 、 「相互補完性」 、 「累積 的効果」 、 「産業 間の連携」の三つ を挙げて いる。 「相互 補完性 」は 、
現代の発 明が決 して単独で効果を発揮で きる ものではな く、補完的技術 に依存す ることが大 きい こ
とを指 してい る。 「累積的効果」 とは 、生産性 の向上 のような効果が 、小 さな改善の累積 によ るこ
とが多 い ことを指 して いる。 「産業間の連携 」 とは 、技術革新 による便益が 、技術革新 を成 し遂げ
た産業 とは異 なる産業 によ り享受 される とい うことで ある。これ らの特性 によ り、今 日の科学 技術
にお ける相互依存 の深 ま りの背景 を説明す ることがで きよう 。
現実 の科学技術 に対 して相互依存性の概 念を適用す る段階で は 、概念 というよ りは現象 としての
面 に注 目す る必要があ る。その よ うなものの うち、相 互依存 と競争 の関係 、相互依存 と協力の違い 、
技術 の多様化 あるいは技術融合 とい った関連す る現象な どにつ いて考察 した。相互依存 と競争の関
係 は 、一 見 、相 反す るよ うで あるが 、む しろ相互依存は競争 的環境 において深 まることが多い 。産
業 界 において激 しい企業 間競争 を背景 に技術提携が盛ん に行なわれている ことが示すよ うに、競争
は外部技術 を獲 得 しよ うとす る圧 力 となる。明 らか に、このよ うな圧力は相互依存 を深 める圧 力 と
もなる 。相互依 存 と 「協力」 の違 い にっ いては、 「協力」は主 体的行動 と してのみ実現 され るのに
対 し、相互依 存は意 図せずに実現 している場合 もあ り、必ず しも主体的行動の結果 とは言えない こ
とが重要である 。さらに、協 力 に際 しては相手 に合わせ る努力が必要であるの に対 し、相互依 存で
は必ず しもそ うではな く、各 々の独 自性が犠牲 になるこ とは少 ない 。各々の独 自性の尊重 は、全体
と して多様性の確保 につなが る。
以上の ような考察を通 じて 、本研究は 、相互 依存 の現象 にお いて多様性が本質的 に重要 である こ
とを仮説 として主張す る。現代の技術は 、相互 補完性や累積的効果 によっては じめて有 効 となる性
質 をもち 、その ため 、競争の ような圧力の もとで組織 は外部技術 との補完 を求め 、組織 間の相互依
存性が深 まるこ ととな る。この描像では 、多様 な組織 が多様 な技術 を保有 あるい は開発 している こ
とが前提 となる 。科学技術は知識であ り、知識 は同 じものの累積や補完 には意味がな く、多様性が
極 めて重要 である 。したが って多様性 を基 礎 に置 く相互依存 とい う概念 を通 じて 、科学 技術 につい
て考察す る ことは意義が ある。
相互依 存の概 念 に関す る以上 の議論 をふ まえ て、具体的なR&Dお よびR&D政 策の 分析 をお こ
な った 。ここでは 、日本 にお けるエネルギーのR&Dを 対象 と した。エ ネルギーR&Dは 、政府 と
民間の双方 に大 きなイ ンセ ンテ ィブがあ り、公共セ クター 、産業セ クター 、アカデ ミック ・セ クタ
ーのそれぞれの機能 と相互 の関係 を考察す るの に適 している 。相互 依存の現象 そのもの を理解す る
ことが 目的であ る場合 には 、市場 と競争の影響 の下 にある産業技術の実証 的な分析が必要であ るが 、
本研究は 、む しろ相互 依存の概念を科学技術政策 に活用す るこ とによ り、政策イ ンプ リケー シ ョン
を得 ることを 目的 としている 。そのため、政策課題 と しての重要性 を優先 して 、対象 を選定 した 。
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日本で はエ ネルギーR&Dに 対す る優先順位 は、他の先進諸 国 に比較す ると極 めて高 いが 、それ
で もセ クター別 の研究 開発費 をみ る と政府部門 の比率はおよそ30%であ り、その他はほ とんど産業
セ クター と民営研究機 関が 占めて いる。しか し、将来のエネルギーの確保 とい う目的は国家的な課
題 であ り、また多 くの不確定 な技術的要素 をも ってい るため 、このよ うな課題 に関 して は 、政府 に
責 任があ り、そ の費用 を負担す るべ きだ とされ てきた 。ただ し、エネルギー問題 を解決 するための
基 礎 とな る技術 の多 くは 、民 間企業が保有 して いると考 えられ る。そのため 、民間企業 のR&Dに
対 する政 府の介 入が何 らかの形で必要 とな って くる。以下では 、産業セ クター と政府研 究機 関が 、
多 くの不 確定 な技術 的要 素を もっエ ネルギーR&Dに おいて と って きた技術的アプロー チをダ イナ
ミックな視点か ら分析 し、政府 の果 た し得 る役割 を考察す る。
エネルギーR&Dの ダ イナ ミックスを分析す るため のデー タ として、研究開発費 と研 究者数 の統
計 を用いた 。この統計は 、R&Dに 関す る包括 的な統計 も作成 して いる総務庁統計局 による もので
あ る。この統計は 日本の他の統計 にはない大 きな特徴 を もって いる。それ は、産業 、政 府 、ア カデ
ミックといったセ クターのす べて に共通す るR&D分 野 分類が用 い られて いることであ る。そのた
め 、各セ クターのR&Dの 内容の比較をある程 度可能 にしている。つま りエ ネルギーの形態が25
分野 に分類 されてお り、そのぞれの分野ご とに研究 開発費と研究者数が報告 されてい る。この25
の分野は 、将来 のエネルギーの確 保 とい う共通 の 目的 に対す る技術 的アプ ローチの選択肢 を示 して
いる と考 え られ る。この ようなアプ ローチの選択 に際 して 、産業や 政府機 関などの各セ クターが ど
の よ うにふ るま って きたか を分析す るひ とつの方法 と して 、各セ クターの25の 分野へ の研究開発
費 の構成 比を確率分布 と考 え 、情報科学で用い られるエ ン トロピーの概念 を用いた 。あ るセ クター
の研究 開発費が 多 くの分野 に分散 していれば 、そのセ クターのエ ン トロピー値 は高 く、逆 に、少数
の分野 に集 中 していれ ば 、エ ン トロピー値 は低 くなる。研究 開発費だけで な く、研究者数 につ いて
も全 く同様 にしてエ ン トロピーを計算する ことがで きる。また 、政 府か ら各セ クターに投入 された
研究 開発 費 に関 しても同様 の計算 が可能であ る。エ ン トロピーは 、産業セ クター、国営 研究機 関 、
公営研究 機関 、民営研究機 関 、特 殊法人 、大学 の各セ クター について計算 し、その時 系列変化 を調
べ た 。さ らに、それぞ れのセ クターの相互 の関係 を分析するため に、研究 開発費 と研究 者数の25
分野への分布ベ ク トル について 、二つのセ クター間の内積 を計算 した 。この値は 、技術 的 アプ ロー
チの類似度 を表 す 。これ らの分析 の結果 、1980年以降 、民間企業へ の投入 を含む政府のR&D投 資
は 、エ ン トロピーが減 少する傾向 、すなわ ち 、多様化 でな く集 中化 の方 向に向か ってい ることが明
か となった 。また 、産業セ クターのエネルギー-R&Dは、1983年以降の石油価格の安定 により、少
な くとも短期的 にインセ ンテ ィブが減少 し、研 究開発投資の実質 的な減 少傾 向にあ るなかで 、エ ン
トロピーが減少 してい ないという結果が得 られた 。
エ ネルギ ー技術の開発 は、天然 資源の少 ない 日本 において非 常に重要 である し、さ らには地球環
境 問題 と密接 な関係が あ り、人類 的な課題で もある。エネルギー技 術の多 くは 、過去の技 術進展 を
み て も明 らかなよ うに革新的 、画期 的には進み に くい面があ り、在来技術 の応用 で実質 的 に進 めて
い くことが重要 である。 この よ うな技術 に対 しては、多様 な科 学技術的能力を もつ産業 セ クターが
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R&Dを 効率 的 に行な うことがで きるであ ろう。 しか し、将来 のエ ネルギーは特定のエネルギー源
に過度に依存す るべ きでな く、長期的な視点か ら多様 な科学技術上 のオプ シ ョンを探索 するべ きで
あ る。エネルギー"R&Dを行な う組織が 、他 の組織 との間の相互依存 の関係 を強化 してい くことは 、
技術進歩 を促進 し、また予想外の技術進展 へ対 処す るために重要で ある。その前提条件 は多様 性の
確保であ る。サ ンシャイン計画の ような政府主 導のR&Dプ ログラムで は、エ ネルギー技術の多様
さを確保す る努力がな されているが 、さらに必要であるのは 、周辺技術や 他分野 の技術(新 素材 、
エ レク トロニ クスな ど)を 含めた多様性であろ う。相互依存 を推進す る誘 因につ いては 、エネルギ
ー技術で は競争的圧力が主要 とな りえないため 、それ に代わる得るのは政 策的な誘導か も しれ ない 。
最後 に、相互依存性 の概念 とそ の政策 インプ リケー シ ョンについて今後 の展望 を述べ てお く。本
研究 は、エ ネルギーR&Dに 関 して、第一段階の分析 を行 った にす ぎないが 、今後 のよ り詳細 な分
析 のなか で 、相互依存 の現象 に着 目してい くこ とは有意義であ ろう。例えば 、サ ンシ ャイ ン計画の
よ うな具体 的なプ ロジ ェク トにつ いての分析 ・評価 を行 うことが重要であ るが 、その際 には、要素
技 術の補完 関係 とそれ によ って生ず る組織 間の補完 ・相互依存関係 を明 らか にす る ことによ り、実
際 的なイ ンプ リケーシ ョンが得 られることが期待 され る。また 、なん らかの意味で相互依存性 を定
量 的 に測 る指標 を開発 する ことは有意義で あろ う。おそ らくそれは 、相互依存の関係 にある とみな
される技 術 と組織 について 、それぞれの間の依 存度や全体 と しての多様性 を測定する ことによ って
実現で きると考 え られ る。このよ うな指標 によ って 、R&Dの ダイナ ミックスの理解 の深 まりが期
待 される 。
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